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く接近させたことにより、同日午後 9 時 34 分頃、Ｄをして、前記自動車道下り 54.8 キ


































都法 61 巻 1 号（2020 年 7 月） 161
ができ」るのであり、さらに「被告人の妨害運転により、Ｄ運転車両を運転するＤは恐
怖や焦り等から冷静な判断が困難になっていたと認められることからすれば、Ｄ運転車






















































































































係（1）」法教 403 号（2014 年）90―91 頁。
5）　橋爪・前掲注（4）90 頁。同類型に分類される典型的な判例として挙げられるのは、
いわゆる大阪南港事件（最決平成 2 年 11 月 20 日刑集 44 巻 8 号 837 頁）である。
6）　拙稿「因果関係論における近時の学説および被害者の介在事情の特殊な類型に関
する考察」都法 60 巻 1 号（2019 年）200 頁以下参照。
都法 61 巻 1 号（2020 年 7 月） 165
成要件に該当すると判断できるものの、直前停止行為は、自動車の運転により人を死傷



























































第 2 車両通行帯では大型貨物自動車が並走していたため、第 2 車両通行帯に車線変
更することも不可能であった」という認定がなされている。

























ぐる判例と学説」法教 387 号（2012 年）11 頁。
10）　「判例上は、この概念は介在事情が誘発されていれば、介在事情が当初の危険に
由来していたと認めやすい、という限度で意味を持つと理解しておくというべき」
とするのは、島田聡一郎「相当因果関係と客観的帰属」法教 359 頁（2010 年）10 頁。
11）　A. ASHWORTH & J. HORDER, PRINCIPLES OF CRIMINAL LAW 109（7th ed. 
2013）.　また、イギリスの因果関係論における法理等の詳細ついては、拙稿「イギ
リスにおける因果関係論に関する一考察」都法 59 巻 2 号（2019 年）205 以下参照。




























13）　State v. Preslar, 48 N.C.421（1856）.
14）　H. L. A. Hart and T. Honorè, Causation in law 326（2nd, ed. 1985）; R v Pagett 
（1983）76 Cr App R279, at 339. A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （11）, at 104
では「自律原理（principle of autonomy）」とされている。
15）　客観的帰属論においても危険状況の創出に関する考え方は主張されている。山中
敬一『刑法総論　第 3 版』（成文堂、2015 年）305 頁以下参照。









判例として、①砂末吸引事件（大判大正 12 年 4 月 30 日刑集 2 巻 378 頁）と②熊撃ち事























の実行行為は第 1 行為となる。危険の現実化という観点から結果を第 1 行為に帰属させ
るためには、2 つのアプローチが考えられる。1 つは第 1 行為がそれ自体結果を発生させ
る危険性を有していたとするアプローチ、もう 1 つは直接的な結果の原因である第 2 行











1 つ目のアプローチからは第 1 行為に結果帰属されうるが、それは判例の立場と異なる。
本事案は第 1 行為、第 2 行為いずれも死に大きな影響を与えていたと事実認定がなされ
ていることから、第 1 行為の危険性の内容には被告人がさらに殺意を持って第 2 行為を
行うことは一般的とはいえず含まれない、とすることで判例の立場との整合性もとれる。







が、「第 1 行為と第 2 行為を別個独立に判断するか否かは、具体的事案による。また
「因果関係の錯誤の有無は、主観と客観のズレが相当因果関係の範囲を超えるか否か
による」とされているので、実質的に第 1 行為と結果との因果関係判断とほぼ重な
ることになる」とするのは、前田雅英『最新重要判例 250〔刑法〕第 11 版』（弘文堂、
2017 年）27 頁。































19）　拙稿「因果関係の否定された事例と危険の現実化―東京高判平成 29 年 9 月 26






















































































































20）　例えば、いわゆる高速道路進入事件（最決平成 15 年 7 月 16 日刑集 57 巻 7 号
950 頁）。

